
エグゼクティブ・サマリー
経済協力開発機構（OECD）は、2015年2月6日、税源浸食と利益移転（BEPS: Base Erosion and  
Profit Shifting）に対する行動計画の重点分野のうち3分野をカバーする3種類の文書を公表し 
ました。OECDは、2015年2月9~10日に開かれた20カ国財務大臣・中央銀行総裁会議（G20）で
この進展について発表しました。

「行動13:移転価格文書と国別報告書の実施ガイダンス」（以下、「ガイダンス」）と題されたこ
の公表文書の1つは、BEPS行動13で策定された3層の移転価格文書化アプローチの一つであ
る国別（CbC）報告書の実施についての待望のガイダンスを示したものです。このガイダンスで
は、2016年に開始する事業年度をCbC報告書の提出対象初年度とし、さらにCbC報告書は通
常、多国籍企業（MNC）グループの親会社の所在国に提出され、政府間情報交換メカニズムによ
って他の関係国と共有されるべきとしています。また、ガイダンスでは、CbC報告書に関する他の
実施要項も取り上げられると共に、移転価格文書化でのマスターファイルとローカルファイルの
実施概要についても示されています。

詳細な議論
背景

2014年9月16日付け行動13についてのOECD報告書（以下、「行動13報告書」）は、OECD移
転価格ガイドラインの改訂章の形式で発表され、マスターファイル、ローカルファイルの構成と
CbC報告書の雛形を含んだ移転価格文書化の3層構造アプローチを示しています。行動13報告
書の詳細な情報は、2014年11月21日付けのEYジャパン・タックス・アラート「OECD、BEPS行動
13に基づく移転価格文書化及び国別報告書に関する報告書を発表」をご参照ください。

また、行動13報告書は、OECDがCbC報告書とマスターファイルの提出実施とそのアプローチに 
関して、今後さらに協議を行う予定であることも示していました。
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概要

ガイダンスでは、主にCbC報告書の実施に関する課題、すなわち
（i）CbC報告書の作成と提出時期、（ii）CbC報告書の提出が求
められるMNCグループ、（iii）税管轄地がCbC報告書を取得及
び使用する条件、（iv）CbC報告書を交換する政府間メカニズム
についてのフレームワークに焦点を当てています。

このようにガイダンスは主にCbC報告書に関するものとなって 
いますが、マスターファイルとローカルファイルに関わる諸要
件については、各国の税法又は行政手続に沿って導入され、 
その要件に従ってMNCグループがそれぞれの税管轄地の税務
当局に直接マスターファイルとローカルファイルを提出するこ
とも推奨しています。ガイダンスではさらに、BEPSプロジェクト
参加各国は、自国の税法又は行政手続にこれらの要件を組み
入れるに当たり、行動13報告書に明記されているようにマスタ
ーファイルとローカルファイルの構成内容の使用について守秘
義務と一貫性の双方を考慮しなければならないことに合意して
いるとしています。

OECDは、CbC報告書要件の採用・実施後、より効果的な紛争解
決の必要性が高まる可能性を明確に認識しており、行動14に
おける紛争解決の改善に向けた作業では、この点を考慮しなけ
ればならないとしています。

CbC報告書の作成と提出時期

ガイダンスでは、最初のCbC報告書の提出対象年度及びCbC
報告書に情報を記載する対象年度は、MNCグループの2016
年1月1日以降に開始する事業年度とすべきと勧告していま
す。12月31日に終了する事業年度を採用しているMNCグルー
プは、最初のCbC報告書を2017年12月31日までに提出する
ことが求められ、12月31日以外に終了する事業年度を採用し
ているMNCグループは、最初のCbC報告書を2016年1月1日
以降に開始する事業年度が終了してから12カ月後の2018年
中に提出することが求められることになります。このガイダンス
における「事業年度」とは、連結財務諸表の決算期間（課税年度
や子会社の決算報告期間ではない）としています。

また、OECD BEPSプロジェクト参加各国は、2016年1月1日以
前に開始する事業年度には、新しい雛形によるCbC報告書の提
出を要求しないことに合意しているとしています。

ガイダンスでは、いくつかの税管轄地では国内法の改正に時間
を要する可能性があることを認識しており、こうした立法上の 
プロセスを支援するためにOECDは、MNCグループの最終親会
社（ultimate parents）が所在する税管轄地にCbC報告書を提
出することを求めるための法定条項の主要な要素として使用
できる文言を策定するとしています。

CbC報告書の提出が求められるMNCグループ

ガイダンスでは、適用対象年度の前事業年度の連結売上高が
7億5,000万ユーロ（自国通貨で同等の金額、日本円では約
1,000億円）未満のMNCグループはCbC報告書の提出が免除
されるが、それ以外のすべてのMNCグループは、CbC報告書を
毎年提出することが求められるべきと勧告しています。ガイダ
ンスでは、この例外規定により全MNCグループの約85~90%
がCbC報告書の義務を免除されるものの、全MNCグループ
売上の約90%を支配して（占めて、得て）いるMNCグループに
は、CbC報告書が義務付けられるとOECDは考えているとして
います。

また、BEPSプロジェクト参加各国は、2020年に予定されて
いるCbC報告書実施基準の見直の際に、CbC報告書で従来と 
異なるデータ、あるいは追加データの報告を求めるかどうかも
含め、この売上基準の設定が適正かどうかを再検討する考えで
あるとしています。

ガイダンスでは、CbC報告書の提出義務に上記以外のいかな
る例外も採用すべきではないとしており、特に、特定の産業、 
投資ファンド全般、非法人もしくは未上場企業への免除はある
べきではないとしています。

さらに、国際運送又は内陸水路の運送収益のうち、租税条約 
（当該収益を特定し、この収益への課税権を1税管轄地のみに
与える）の適用を受ける収益を有するMNCグループは、課税権
が与えられた税管轄地に関してのみ、当該収益に関わる必要情
報をCbC雛形に含めるべきであるとBEPSプロジェクト参加各
国が同意しているとしています。

CbC報告書を取得及び使用するための必要条件

ガイダンスでは、BEPSプロジェクト参加各国は守秘義務、一貫
性、及び適正な使用に関する以下の条件に合意したとしてい 
ます。

守秘義務ついて、各税管轄地は報告された情報を法的に保護
しなければならないとしています。この保護では、租税に関する
情報交換のための協定である「OECD税務行政執行共助条約」
の規定、又は情報要請の国際合意基準を満たしている租税条
約の規定に基づき、情報がある税管轄地に提供された場合に、
当該情報に適用される守秘義務と最低限同レベルの守秘義務
が守られる必要があるとしています。また、この守秘義務には 
情報の使用制限、情報の開示対象者についての規則が含まれ
ます。
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一貫性については、各税管轄地は、その管轄地に所在するMNC
グループの最終親会社にCbC報告書の作成と提出を要求でき
る（売上基準で免除された場合を除き）法整備に「最善の努力」
を尽くすべきとしています。さらに、各税管轄地は、OECD移転
価格ガイドラインに定められている（行動13報告書にもある）
標準雛形を使用しなければならないとしています。

適正な使用について、各税管轄地は、CbC報告書に記載された
情報を行動13で規定された目的以外で使用してはならない
としています。特に、税管轄地は移転価格リスクに関する概括 
的（High level）な評価を目的としてCbC報告書を使用すること 
をコミットすべきとしており、また、他のBEPS関連のリスクを
評価するためにも使用できるとしています。一方、税管轄地は
CbC報告書のデータを用いた所得配分方式に基づく調整をし
てはならないとしています。税管轄地は、管轄下の税務当局が
そのような調整を行った場合には、管轄下の権限ある税務当局
はいかなる税務上の関連手続きにおいても、迅速に当該調整
の誤りを認めなければならないとしています。ただし、税管轄地
が税務調査においてMNCの移転価格設定、その他の税務に関
して追加質問を依頼する根拠としてCbC報告書のデータを使
用することを禁止してはいません。

この点については、ガイダンスでは、政府間でのCbC報告書
の交換が租税条約に基づく場合には、相互協議（MAP）規定
が利用できるとしています。一方、相互協議規定を含まない協
定の下で政府間でのCbC報告書の交換が行われる場合には、 
当事国は「好ましくない経済的な結果（U n d es i ra b l e 
economic outcomes）」ケースの解決を目的とした、権限ある
当局間の協議手続メカニズムを策定することをコミットすべき
としています。

CbC報告書を交換する政府間メカニズムのフレームワーク

ガイダンスでは、税管轄地がその管轄地に所在するMNCグル
ープの最終親会社に、タイムリーなCbC報告書の提出を求めて
おり、かつ、MNCグループが事業を行い、上述の条件を満たす
税管轄地にこの情報が自動的に交換されるフレームワークに
ついて記述しています。

このガイダンスでは、税管轄地が別の税管轄地に情報を提供で
きない場合、必要に応じてローカルファイリング（現地子会社に
よる提出）、CbC報告書の提出義務対象の移管、最終親会社の
下の層（next tier）の会社の所在国との情報交換といった第二
の交換メカニズムを認めるべきとしています。

さらに、このガイダンスでは、BEPSプロジェクト参加各国が政
府間のCbC報告書交換のための実施パッケージを策定するこ
とに合意したとしています。このパッケージには、MNCグルー
プの最終親会社が所在する税管轄地にCbC報告書を提出する
ことを義務付ける国内法の主要要件の策定、上述の第二の交
換メカニズムに関する主要要件の策定が含まれます。税管轄
地は、必要に応じてこれらの文言を自国の法律制度に取り入れ 
ます。

また、CbC報告書を国際合意の下で自動交換するための手続
きを行うとしています。この手続きには、現行の国際協定に基
づき権限ある当局間協定を策定すること、並びにOECD基準の
自動財務情報交換モデルを利用して二国間・多国間のアプロー
チを調査することが含まれています。

ガイダンスでは、この実施パッケージは2015年4月までには 
利用できるようになるとしています。

ガイダンスでは、参加国に対し、必要な法制度の導入をタイム
リーに実施するよう努力し、情報交換合意の対象を拡大してい
くよう推奨しています。この実施パッケージはモニタリングさ
れ、2020年の見直し時に検討される予定となっています。

おわりに
これらのCbC報告書の実施事項への合意は重要な進展です。
この合意は、多くの国がOECDが推奨する要件と一致する要件
の実施に向けて進んでいくであろうという期待を再確認したも
のとなっています。

MNCグループは、親会社の居住地国及び他のグループ・メンバ
ーの居住地国におけるCbC報告書及びより一般的な移転価格
文書化要求に関する進展をしっかりとモニターしていく必要が
あります。

さらに、各企業は必要情報を確実に作成するための能力（新し
い報告書の関連情報を集めるための内部プロセスと責任、準
備手順の作成を含む）を持つための必要なステップに注力しな
ければなりません。この新しいガイダンスでは、2016年度を
CbC報告書の対象初年度とすべきとしているため、各企業はそ
の準備を開始することが重要です。
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